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平成１３年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算について

１ 一般会計決算の概況
（単位：円、％）

区 分 平成１３年度 平成１２年度 増 減 額 増減率

歳 入 総 額 Ａ 534,228,986,244 532,402,793,167 1,826,193,077 0.3

歳 出 総 額 Ｂ 521,045,007,477 516,036,100,517 5,008,906,960 1.0

歳入歳出差引額 Ａ－Ｂ 13,183,978,767 16,366,692,650 －3,182,713,883 －19.4

（形式収支額） ＝Ｃ

翌年度繰越財源額 Ｄ 10,547,555,599 13,960,019,742 －3,412,464,143 －24.4

実質収支額 Ｃ－Ｄ＝Ｅ 2,636,423,168 2,406,672,908 229,750,260 9.5

前年度実質収支額 Ｆ 2,406,672,908 2,116,182,079

単年度収支額Ｅ－Ｆ＝Ｇ 229,750,260 290,490,829 －60,740,569 －20.9

積 立 額 Ｈ 13,379,400 24,437,504 －11,058,104 －45.3

繰 上 償 還 額 Ｉ 0 0

積 立 金 取 崩 額 Ｊ 0 0

実質単年度収支額

Ｇ＋Ｈ＋Ｉ－Ｊ＝Ｋ 243,129,660 314,928,333 －71,798,673 －22.8

○ 歳入総額は、５，３４２億２，８９８万６，２４４円

歳出総額は、５，２１０億４，５００万７，４７７円となった。

○ 歳入は、前年度決算額より１８億２，６１９万円余、０．３％の増、歳出は、５０億

８９０万円余、１．０％の増とそれぞれ前年度を上回ることとなった。

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１３１億８，３９７万円余で、平成１４年度への繰越財源

額１０５億４，７５５万円余を差し引いた実質収支額は、２６億３，６４２万円余の黒字となっ

た。

○ 平成１３年度の実質収支額から、前年度実質収支額の２４億６６７万円余を差し引いた

単年度収支額は、２億２，９７５万円余の黒字となった。

さらに、単年度収支額に積立額１，３３７万円余を加えた実質単年度収支額は、２億４，３１２

万円余となり、９年連続で黒字となった。
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（歳入の状況）

○総 括

予 算 現 額 ５，９７６億３，８３２万８，６６０円

調 定 額 ５，３９３億 ９６０万４，７６８円

収 入 済 額 ５，３４２億２，８９８万６，２４４円

不納欠損額 ２億９，３８１万７，９９２円

収入未済額 ４７億８，６８０万 ５３２円

収入率は、予算現額に対し８９．４％、調定額に対し９９．１％となった。

（前年度収入率 対予算現額９０．０％、対調定額９９．１％）

また、収入済額を前年度と比べると、１８億２，６１９万円余、０．３％の増となった。

（前年度増減率 ０．８％減）

不納欠損額は、既に調定された歳入で徴収ができないと、法令等に根拠を置き認定されたもの

であるが、このうち主なものは県税である。

収入未済額は、調定後、出納閉鎖までに収納されなかったもので、このうち県税が８６．８％、

使用料及び手数料（県営住宅使用料等）が７．８％を占めている。

○主なもの

県 税

収入済額は、１，０１５億９，３５６万円余で、前年度に比べ、５億１，５５３万円余、

０．５％の減となった。

これは、法人事業税 １９億５，０９１万円の増、県民税利子割 １４億７，１７９万

円、地方消費税 ５億６，１８３万円、軽油引取税 ４億１，４１３万円の減等によるもの

である。

地方消費税清算金

収入済額は、１８０億１，９６０万円余で、前年度に比べ、５億８，４３７万円余、

３．４％の増となった。

地方譲与税

収入済額は、１２億８，１９５万円余で、前年度に比べ、５６１万円余、０．４％の増

となった。

これは、地方道路譲与税 ４２２万円の増等によるものである。

地方特例交付金

収入済額は、４億２，９１９万円余で、前年度に比べ、２億１，０２７万円余、３２．９％

の減となった。



- 3 -

地方交付税

収入済額は、１，５６３億１，３３３万円余で、前年度に比べ、１７５億５，１１１万円余、

１０．１％の減となった。

これは、普通交付税 １７１億７，４３８万円の減等によるものである。

分担金及び負担金

収入済額は、８７億３３８万円余で、前年度に比べ、５億２，１５６万円余、５．７％の減

となった。

これは、農地費負担金（土地改良費負担金等） ３億２，４９０万円、道路橋りょう費負

担金 １億８，２４３万円の減等によるものである。

使用料及び手数料

収入済額は、９２億２，７９１万円余で、前年度に比べ、１億９，１７７万円余、２．１％

の増となった。

これは、水利使用料 ９，８２６万円、看護大学授業料 ３，３５５万円の増、淡水魚展

示施設使用料 ４，１００万円の皆増等によるものである。

国庫支出金

収入済額は、１，１４４億６，０８３万円余で、前年度に比べ、１３億９，６０５万円余、

１．２％の増となった。

これは、労働費国庫補助金 ３６億７，８０１万円、民生費国庫補助金 １７億４，１１

２万円の増、農林水産業費国庫補助金 ４６億１，２３５万円の減等によるものである。

財産収入

収入済額は、５億３，５９７万円余で、前年度に比べ、１億６，０２５万円余、２３．０％

の減となった。

これは、財産貸付収入 １，１４６万円の増、 利子及び配当金 １億４，８８６万円、

不動産売払収入 ７，０３９万円の減等によるものである。
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繰 入 金

収入済額は、１７億６，９７６万円余で、前年度に比べ、７億２，７７９万円余、

６９．８％の増となった。

これは、情報通信技術講習推進基金繰入金 ４億３，０７７万円の増、緊急地域雇用創出

特別基金繰入金 ２億９，４５０万円の皆増、緊急地域雇用特別基金繰入金 ２億３，２７２

万円の減等によるものである。

諸 収 入

収入済額は、１９６億７，７６３万円余で、前年度に比べ、１８億８，７２７万円余、

１０．６％の増となった。

これは、貸付金等償還金 １７億８，０４１万円の増、受託事業収入 ３億３，２３４万

円の減等によるものである。

県 債

収入済額は、８５３億５，８３６万円で、前年度に比べ、１５２億５，４３６万円余、

２１．８％の増となった。

これは、臨時財政対策債 ９８億６，３００万円の皆増、単独事業債 ６２億６，３００

万円の増、一般補助事業債 １３億５，０６４万円の減等によるものである。
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（歳出の状況）

○総 括

予 算 現 額 ５，９７６億３，８３２万８，６６０円

支 出 済 額 ５，２１０億４，５００万７，４７７円

翌年度繰越額 ６５５億 ４２０万２，８７０円

不 用 額 １１０億８，９１１万８，３１３円

支出済額は、前年度に比べ５０億８９０万円余、１．０％の増となっている。

（前年度増減率 １．０％減）

予算現額に対する執行率は、８７．２％であり、前年度の執行率８７．２％と同率となってい

る。

○主なもの

総 務 費

支出済額は、３１０億８，４１５万円余で、前年度に比べ、５６億８，６７３万円余、

２２．４％の増となった。

これは、土地開発公社経営再建事業費 ５０億７６万円、県庁舎本館改修費 １３億

２，７６７万円の増、一般財産管理費 ８億９，７０５万円の減等によるものである。

民 生 費

支出済額は、３６４億５，１６２万円余で、前年度に比べ、４５億９６１万円余、

１４．１％の増となった。

これは、老人福祉施設整備費 １０億９，１８６万円、介護保険事業費 ７億５，３０２

万円、生活福祉資金貸付事業推進費 ６億１５万円、児童福祉施設設置費補助金 ２億３，

９０３万円の増等によるものである。

衛 生 費

支出済額は、１３２億１，７５０万円余で、前年度に比べ、６億５，３０１万円余、５．２％

の増となった。

これは、病院事業会計繰出金 １２億８，１０２万円の増、看護婦確保対策費 ２億

６，４９５万円の減等によるものである。

労 働 費

支出済額は、６０億３，２６１万円余で、前年度に比べ、３７億７８６万円余、

１５９．５％の増となった。

これは、緊急地域雇用創出特別基金積立金 ３７億円の皆増等によるものである。
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農林水産業費

支出済額は、６５４億８，３５１万円余で、前年度に比べ、５６億６００万円余、７．９％

の減となった。

これは、復旧治山費 ８億６，９０３万円、淡水魚展示施設整備事業費 ６億９，２０３

万円、土地改良費 ６億４，４２４万円、農業経営構造対策事業費 ５億３，６５７万円、

農地防災費 ４億５，５７５万円の減等によるものである。

商 工 費

支出済額は、１０５億９４７万円余で、前年度に比べ、４５億２，０３９万円余、３０.１％

の減となった。

これは、合併信用組合基盤強化資金貸付金 ２９億３，０００万円の皆減、資金対策費

１０億５，６３２万円の減等によるものである。

土 木 費

支出済額は、１，２６１億３，３５１万円余で、前年度に比べ、９億５，６４０万円余、

０．８％の減となった。

これは、住宅費 ２３億１９３万円の増、砂防費 ２０億９，０４７万円、公園費 ７億

６，４０９万円、河川費 ４億４，９０１万円の減等によるものである。

警 察 費

支出済額は、２２７億６，３１８万円余で、前年度に比べ、４億２，４７５万円余、

１．９％の増となった。

これは、警察官待機宿舎建設費 ３億６，７８４万円、警察本部庁舎等整備費 ２億

９，８９４万円の増、交通管制センター整備費 ８，０１０万円の減等によるものである。

教 育 費

支出済額は、１，０２９億６，７５７万円余で、前年度に比べ、４５億６５５万円余、

４．６％の増となった。

これは、高等学校施設整備費 ３９億９，０３２万円、県立学校イントラネット整備事業

費 ８億７，０８４万円の増、養護学校施設整備費 １３億２，８８２万円の減等によるも

のである。
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災害復旧費

支出済額は、３７億３，４１０万円余で、前年度に比べ、９億６１１万円余、３２．０％

の増となった。

これは、土木施設災害復旧費 ７億８，４６３万円、農林水産施設災害復旧費 １億

２，１４８万円の増によるものである。

公 債 費

支出済額は、７２７億３，４２９万円余で、前年度に比べ、２６億４，１８６万円余、

３．８％の増となった。

これは、一般公共事業債 １８億１，０８３万円、一般単独事業債 ４億７，２１５万円

の増、災害復旧事業債 ３億７６１万円の減等によるものである。

諸支出金

支出済額は、２８８億７，３６７万円余で、前年度に比べ、６９億４，０６１万円余、

１９．４％の減となった。

これは、公共施設整備等事業基金積立金 ３０億４，２２３万円、県債管理基金積立金

２０億２，０４７万円、土地開発基金積立金 ９億７，５２９万円の減等である。
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２ 特別会計決算の概況
（単位：円、％）

区 分 平成１３年度 平成１２年度 増 減 額 増減率

歳 入 総 額 Ａ 174,595,320,620 173,889,112,433 706,208,187 0.4

歳 出 総 額 Ｂ 159,827,463,286 159,851,539,045 －24,075,759 －0.0

歳入歳出差引額 Ａ－Ｂ 14,767,857,334 14,037,573,388 730,283,946 5.2

（形式収支額） ＝Ｃ

翌年度繰越財源額 Ｄ 1,086,507,540 1,649,727,898 －563,220,358 －34.1

実質収支額 Ｃ－Ｄ＝Ｅ 13,681,349,794 12,387,845,490 1,293,504,304 10.4

○ 特別会計は、恩賜県有財産特別会計など１２会計である。

○ 歳入総額は、１，７４５億９，５３２万 ６２０円

歳出総額は、１，５９８億２，７４６万３，２８６円となった。

○ 歳入は、前年度決算額より７億６２０万円余、０．４％の増、歳出は、２，４０７万円余、

０．０１％の減となった。

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１４７億６，７８５万円余で、平成１４年度への繰越

財源額１０億８，６５０万円余を差し引いた実質収支額は、１３６億８，１３４万円余となり、

１０会計が黒字、２会計が収支同額となった。

○ 歳入のうち主なもの

・ 恩賜県有財産特別会計は、１１５億７，１４３万円余で、前年度に比べ、２億２，６８１

万円余、１．９％の減となった。

（ 財産売払収入 ９，１２３万円の増、雑入 １億１，５５８万円、繰越金 ９，９１９万

円、県債 ８，９００万円の減等による。）

・ 中小企業近代化資金特別会計は、７２億９，３９７万円余で、前年度に比べ、１３億

４，１４８万円余、１５．５％の減となった。

（ 繰越金 ３億３２８万円の増、貸付金償還金 １０億４，９７７万円の減、繰入金

２億４，３１６万円の皆減等による。）

・ 商工業振興資金特別会計は、７０億２９０万円余で、前年度に比べ、１３億４，４６６

万円余、２３．８％の増となった。

（ 繰越金 １５億９，６３７万円の増等による。）

・ 流域下水道事業特別会計は、１４５億５，７６９万円余で、前年度に比べ、６億２，８７８

万円余、４．１％の減となった。

（ 繰越金 ７億３，５２６万円の増、分担金及び負担金 １２億４７１万円の減等による）
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○ 歳出のうち主なもの

・ 恩賜県有財産特別会計は、８９億６，６６３万円余で、前年度に比べ、２０７万円余、

０．０２％の増となった。

（ 公債費 ８，１７２万円、交付金 ２，８３２万円の増、事業費 １億１，３４３万円

の減等による。）

・ 中小企業近代化資金特別会計は、４２億６，８８３万円余で、前年度に比べ、１８億

７，９４９万円余、３０．６％の減となった。

（ 高度化資金貸付金 １１億５，７１９万円の減等による。）

・ 商工業振興資金特別会計は、２１億４，４５６万円余で、前年度に比べ、１１億

３，８９５万円余、１１３．３％の増となった。

（ 商工業振興資金貸付金 １１億３，８９５万円の増による。）

・ 流域下水道事業特別会計は、１２９億１，８２０万円余で、前年度に比べ、５，９０２万円

余、０．５％の減となった。

（ 公債費 １億３，３００万円の増、流域下水道事業費 ３億４４８万円の減等による。）


